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料 金 変 更 届 出 書

第　　　　　号
年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　　(法人又は組合にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名)




水道事務所の所在地

水道事業の料金を変更したので、水道法第14条第5項の規定により届け出ます。


記

１　使用料条例議決年月日及び施行年月日
２　変更後の料金適用年月日
３　変更後の料金
４　添付書類
(1) 新旧料金対照表
(2) 議決証明
(3) 変更後の料金の算出根拠
(4) 料金変更後の経常収支の概算
(5) 参考資料
議会委員会提出資料等
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　※１　民営水道の場合のみ用いられる項目

　注)  １．本表の　　　　については、任意の項目で作成してよい。

  ２．本様式により難い場合には、別途作成しても差し支えないこと。

  ３．※２欄：各事業者において用いている料金、例えば、営業用、浴場等用を記入する。

経 常 収 支 の 概 算

年 度 現況



目標年度

収

益

的

収

支

（

単

位

千

円

）



営

業

収

益

（１）給水収益



（３）その他営業収益



（２）受託工事収益



小計



営

業

費

用

（１）原水費



（２）浄水費



（３）配給水費



（４）受託工事費



（６）総係費



（５）業務費



（７）減価償却費



（８）その他営業費用



営業利益



小計



営

業

外

収

益

（１）受取利息及び配当金



（３）他会計補助金

　　　又は補助金



小計



経常利益



（２）長期前受金戻入



（４）雑収入



営

業

外

費

用

（１）支払利息及び

　　企業債取扱諸費



（２）雑支出



小計



特別利益



特別損失



当期純利益



※１　法人税住民税及び事業税統



※１　税引後当期純利益



資

本

的

収

支

（

単

位

千

円

）

収

入

１　企業債



２　国庫補助金



４　負担金及び寄付金



３　一般会計繰出金



５　その他



計



支

出

１　新設拡張費



２　改良費



３　企業債償還金



４　国庫補助返還金



５　その他



資本的収支不足額



計



資

金

収

支

（

単

位

千

円

）

補

て

ん

財

源

使

用

可

能

額

利

益

剰

余

金

当年度未処分利益剰余金



その他



損

益

勘

定

留

保

資

金

過年度損益勘定留保資金



減価償却費



当期純利益



小計



長期前受金戻入（▲）



その他



小計



小計



使

用

額

利益剰余金



損益勘定留保資金



資

金

残

高

利益剰余金



小計



小計



損益勘定留保資金



企業債残高



①　給水原価



②　供給単価



③　料金回収率（＝①÷②）



  ４．資本欠損等の見込まれる場合には、併せて補填財源及び補填方法を示すほか、剰余金、内部留保金の取扱い等についても記載すること。

  ５．この様式は、地方公営企業法施行規則で定める損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書の各様式をもって代えることができる。

注）　１．本表の各項目については、事業者に合わせて作成してよい。

　　　２．将来（Ⅰ）：料金計算期間における年間平均（例：平成30年度～34年度）

　　　３．将来（Ⅱ）：将来(Ⅰ）以降の料金計算期間における年間平均（例：平成35年度～39年度）

　　　４．※印欄：各事業者において用いている料金、例えば、営業用、浴場等用を記入する。

　　　５．資本欠損等の見込まれる場合には、併せて補填財源及び補填方法を示すほか、剰余金、内部留保金の取扱い等についても

          記載すること。

料

金

の

推

移

実施年月日

家庭用（１0m

3

当り）

※２



　　　　　　　年　月　 日



　　　　　　　年　月　 日



（現行）    年   月   日



（予定）

      

年   月   日
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料金原価の算定方法（記載例）

１．水道事業者等が地方公共団体の場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費

資産減耗費

…

営業費用　①

支払利息

資産維持費

資本費用　②

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

控除項目　③

総括原価　①＋②－③

２．水道事業者等が地方公共団体以外の場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費

資産減耗費

公租公課

…

営業費用　①

事業報酬

資本費用　②

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

控除項目　③

総括原価　①＋②－③

３．資金収支方式により料金原価を算定する場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費　③

資産減耗費　④

…

支払利息

資産維持費

収益的支出

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

関連収入の控除項目

収益的支出（関連収入を除く）　①

事務費

原浄水施設費

給配水施設費

…

建設改良費

企業債償還金

資本的支出

企業債

工事負担金

他会計補助金

国庫・都道府県補助金

…

資本的収入

資本的収支不足額　②

内部留保資金の増減額　⑤

収益的支出（関連収入を除く）　①

資本的収支不足額　②

減価償却費　③

資産減耗費　④

内部留保資金の増減額　⑤

内部留保資金　⑥

料金対象原価　①＋②－⑥

料金算定期間

料金算定期間

合計

料金算定期間

料金算定期間

合計

料金算定期間

料金算定期間

合計


